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した higher education という呼称にかわって，大学以外の高等教育機関や成人教育の機会をも包括した第 3 段階の












































によって政府の財政負担可能な範囲下に管理したり，学生やユーザーの消費者 (consumer) の市場 (market) の
原理に委ねる，といった方策がとられている。
日本においても，大学設置基準の大綱化による規制緩和や大学のカリキュラム改革の促進，大学評価の導入，原則
的な大学設置抑制と高等教育機関の自力経営を原則とする高等教育計画，大学の実質的な評価にもとづいて補助金額
や予算を配分する質的評価方式の導入など，多くの産業社会と共通な政策が採用されている。そして1990年代初頭か
ら21世紀にかけて日本の高等教育は最大の学生顧客である 18歳人口の急減期を迎えるものである。
1990年代から21世紀にかけては，日本の高等教育は，人口動態の変化と高齢化社会の同時進行， r国際化J r情報化J
にともなう社会の高等教育需要の変化など，構造的な社会変化に直面することが予想される。そのため政府は高等教
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育の改革・充実を重点的政策とし中央教育審議会一→臨時教育審議会一+大学審議会に至る一連の政府の諮問機関
を通じて， 21世紀に向けての日本の「高等教育の高度化，個性化，活性イヒJ を方向とする政策提言を発表しこれを
逐次実施に移しつつある。このように1980年代から 1990年代初頭にかけて，日本で21世紀に向けての一連の高等教育
政策が，政府主導で推進されようとしているのと時期を同じくして，他の先進工業国の政府も高等教育をターゲット
として，一連の政策的・行政的な関与をふかめようとしているのは，決して偶然の一致ではない。そこにはすでに述
べられたような日本や欧米諸国の政府をして高等教育への関与を深めさせずにおかないような共通の条件が背景に存
在すると考えられる。
変化のはげしい現代において，高等教育の求められる教育・訓練・研究の技能の向上はますます重視されるように
なり，それゆえ高等教育政策は“量的整備"から“質的充実"への方向がいっそう強調されることになろう。しかし
ながら 1990年代のジレンマは，高度の教育・研究機能の充実をはかるためには有限な社会資源の効率的配分と重点的
投資を行わなければならず，そのことを実現するためには社会の納得しうるような評価にもとずく証拠の提示が不可
欠となるという新たな課題に迫られているということである。日本と欧米諸国の産業社会における現代の高等教育政
策は，その意味で共通の苦悩と方向性を示している。
論文審査の結果の要旨
本論文の学位に値する特徴について述べる。
① 現代高等教育の基本問題を，制度・機能・変容・政策という諸問題から，歴史的，比較的方法により包括的に分
析・評価した我が国における最初の研究である口
② 主観や願望に陥らず，客観的考察によって「高等教育」の概念を明確にするとともに，高等教育が直面している
改革課題なかでも高等教育機関へのアクセス課題の方向性を明らかにした。
③ 歴史的・比較的研究方法により，各国の高等教育の普遍的課題と特殊的課題とを明確に区分しつつ，高等教育の
問題解決型研究を開発した。
④ 高等教育研究を批判的研究から政策的研究へと発展させ，我が国の高等教育改革に対する貴重な提言を示した。
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